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序章 調査研究の概要 第１章 公共交通の現状と調査の方向性

第２章 未来のほうふを見据えた交通体系の分析

 調査研究の背景と目的（報告書 P.３）
 令和３年に第５次防府市総合計画「輝き!ほうふプラン」を策定し、取組の成果もあって近年では人口が社会増となっている。
転入超過数は２年連続で中・四国地方で第１位となるなど、地方の中でも元気、そして勢いのあるまちである。

 一方で、公共交通の運転士不足が深刻化。その影響として、バスの減便や路線廃止が生じており、高齢者の自動車運転免
許の返納等と重なり、市民の生活の足を担う公共交通の重要性が高まっている。

 市の総合計画では令和12年を見据えたまちづくりを進めており、山口県立総合医療センターの防府市内移転や、国道２号の
拡幅をはじめとした幹線道路整備が行われ、人の移動や公共交通環境の大きな変化から、市内外の人の流れをつなぐ拠点と
して防府駅の重要性は、今後さらに高まることが見込まれる。

 また、持続可能な公共交通の実現のため、子育て世帯の流入と維持も必要不可欠であり、防府駅周辺における子育て世帯
や若年層に資する環境整備・施策展開を検討する意義は大きい。

 ⾧期・超⾧期の時間軸で未来の防府市を見据えた公共交通のあり方の検討を目的とする。

 公共交通の現状（報告書 P.9）
 防府市の公共交通の現状について、①まちづくり、②公共交通、③子育て分野で体系を分けて整理。
 転入超過数が山口県内で最も高く、まちづくり施策が評価を受けている。一方、公共交通は需要に対
して人的基盤が弱体化。県立総合医療センターの市内移転・「防府・未来へのネットワーク構想」により、
交通行動の変化が想定される。

 調査の方向性（報告書 P.16）
 防府駅の交通結節点としての役割に注目し、まちの活力維持・再生の施策を検討。
 市域全体を対象とした分析を行い、幹線系統とフィーダー系統、デマンド交通などの役割分担を整理した
上で、交通分野における課題解決の方向性を検討。

 駅周辺における滞在のしやすさ向上・若年層の生活実態に着目しながら、子育て分野における課題解決
の方向性を検討。

 調査と分析（報告書 P.22）
 防府市内のバス、デマンドタクシーの利用実態の整理及び沿線の将来人口や外部環境の変化について調査を実施。
 利用実態調査では、市内の路線バスおよびデマンドタクシーの利用実績データを整理し、便別・時間帯別・運賃区分別等の分析により現
在の利用傾向を把握。

 沿線動向の整理では、将来人口メッシュデータ等を活用し、路線バスおよびデマンドタクシーのバス停圏域における将来人口の増減や主要
施設の動向を把握。

 課題設定（報告書 P.46）
 本調査研究で明らかになった課題について、次期公共交通計画との棲み分けを意識し、取り扱う内容や時間軸を切り分け（図表１）。
 調査と分析から公共交通における現状と、未来に起こり得る問題点・課題を整理（図表２）。

【図表１】次期公共交通計画と本調査研究の関係性

 子育て支援に係る駅活性化施策調査の方向性（報告書 P.51）
 防府駅周辺における子育て支援施策の方向性を明確にし、公共交通の利用促進と駅前活性化のあり方の検討に向けて実施。
 若年層への施策展開はまちづくり全体の視点からも重要であり、駅周辺施設の機能再編を進め若年層の回遊性を高めることが公共交
通促進とも密接に関わることから、主な対象セグメントを中学生・高校生に設定。

 防府駅周辺における子育て・若者支援の現状を体系的に把握するため、「ソフト・ハード」と国の政策体系を基に設定した「６つの支援領
域」（「学び・進路」、「こころの支援」、「居場所・交流」、「生活支援」、「保健・安全」、「社会参画・啓発」）を掛け合わせたマトリクスを
分析枠組みとして設定。

 この分析枠に当てはめると、防府駅周辺には「居場所・交流」「社会参画・啓発」「学び・進路」の３領域に多様な施策が集積していること
が明らかになった。一方、「こころの支援」や「保健・安全」に関する施策に改善の余地がある（図表３）。

【図表２】現状・未来に起こりうる問題点・課題の整理結果

【図表３】６つの支援領域と防府市における既存施策の対応状況

第３章 子育て支援に係る駅活性化施策調査

 高校生向けアンケートにみる公共交通利用と駅周辺行動の実態（報告書 P.59）
 「未来のほうふ」を見据えた公共交通のあり方と、高校生に使いやすい駅周辺施設のあり方の検討材料を得ることを目的に、防府市内の高校に通う高校生3,470名を対象にアンケート調査を実施、計1,366票を回収（回収率39.4%）。
 駅周辺施設は、「目的がない」ことを理由に、滞在先として認識されていない一方、交流・学習・休息ができる“第三の居場所”機能へのニーズが高く、駅周辺施設に滞在拠点機能を整備することが魅力度向上の観点から重要性が示された。
 移動・学習・相談・交流・生活支援など多様なニーズが確認されたことから、駅周辺に若者支援機能を集約し、関係主体が連携して複数の支援にアクセスできる体制を構築することの重要性が示された。

 課題設定（報告書 P.78）
 アンケート調査の結果を「６つの支援領域」の視点から再整理したところ、駅周辺に求められる機能は交通利便性の改善や施設整備にとどまらず、若者の学び・安心・交流・安全・参画の要素が複合的に関連したものであることがわかった。
 特に、防府駅周辺が若者の日常生活の中で「行きたくなる場所」として十分に機能していない現状を踏まえ、①滞在拠点としての駅周辺機能の強化、②若者支援機能の集約と支援体制の構築、を駅周辺の再構築のための課題に設定。
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第４章 課題解決に向けた方向性

 未来のほうふを見据えた「公共交通のあり方」（報告書 P.83）
 第２章・第３章の調査結果を踏まえ、交通分野及び子育て支援の分野における課題解決の方向性を、「将来の方向性」として再整理。
 ⾧期（～10年以内）及び超⾧期（～20年）の時間軸から、交通分野及び子育て分野における課題解決の方向性を整理。（図表４）
 交通分野における方向性としては、①需要に応じた輸送手段の最適化、②幹線とフィーダーの役割分担による利便性の向上、③供給体制の効率化と輸送資源の総動員、④環境変化や移動ニーズに対応した移動手段の多様化。
 子育て分野における方向性としては、②幹線とフィーダーの役割分担による利便性の向上、とりわけ主要駅を交通結節点として徹底的に機能強化する考え方を下支えし、その実効性を高める施策の方向性として位置づけることが重要。
特に、中学生・高校生は、通学や待ち時間などを通じて駅周辺を継続的に利用する世代であり、この層を対象として、滞在型空間の整備、相談・支援機能の導入、さらに若者が主体的に関われる活動の場を組み合わせることで、駅周辺
施設を「目的をもって訪れる」交通結節点へと転換し、公共交通体系全体の持続性を高める施策として位置付けが可能。

【図表４】課題解決に向けた方向性の体系図（⾧期・超⾧期）



【図表５】未来のほうふを見据えた「公共交通のあり方」 将来イメージ
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